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〇今回は、「財務４表」のうちの１つ、『行政コスト計算書』の説明です。  

 

 

      

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

    

   

 

 

 

 

 

「行政コスト計算書（ＰＬ）」は、一会計期間の行政サービスの提供に要した費用とそれを賄うため

の財源である収入及び収支の差額を表示した計算書です。（減価償却費※１や引当金繰入額※２など

の現金支出を伴わない費用についても計上しています。） 

 

～大阪府の財務諸表をわかりやすく！～ ≪第 2 号≫ 

令和５年 12 月発行 

減価償却費※１…減価償却とは、複数年度利用する固定資産について、資産の取得にかかる費用を、その利

用年数にわたって配分するというものです。 

引当金繰入額※２…合理的に見積もった引当金額のうち当期に帰属する金額について、その設定目的を示す名

称を付して計上されるもので、不納欠損引当金繰入額及び退職手当引当金繰入額などが

あります。引当金については、新公会計ＮＥＷＳ第 1号（令和５年 11月発行）をご覧 

ください。 

（CF） 

次回 

第 3 号で解説 

 

次回 

第 3 号で解説 

貸 借 対 照 表（BS） 

第 1 号 

11 月発行で解説済 

済 行政コスト計算書

（PL） 

今回（第 2 号） 

で解説！！ 

〔前回説明済〕 

「貸借対照表（ＢＳ）」は財務諸表の作成基準日（年度末）における、「資産」や「負債」「純資産」の

状況を明らかにするための計算書です。 

詳しくは新公会計ＮＥＷＳ第 1 号（令和 5 年 11 月発行）をご覧ください。 

☛「新公会計 NEWS（大阪府の財務諸表をわかりやすく！）」について 

 

http://www.pref.osaka.lg.jp/kaikeishido/shinkoukaikeinews/index.html
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（単位：百万円）

令和４年度　（Ａ） 令和３年度　（Ｂ） 差　（ＡーＢ）

通常収支の部

Ⅰ　行政収支の部

１　行政収入 4,254,519 4,754,477 ▲ 499,959

地方税 1,450,457 1,389,570 60,887

地方譲与税 170,066 144,920 25,146

市町村たばこ税府交付金 － 21 ▲ 21

地方特例交付金 4,775 4,871 ▲ 96

地方交付税 312,117 380,417 ▲ 68,300

交通安全対策特別交付金 1,612 1,785 ▲ 173

国民健康保険関係交付金 226,105 250,313 ▲ 24,209

分担金及び負担金（行政費用充当） 273,859 272,229 1,630

使用料及び手数料 65,195 64,971 223

国庫支出金（行政費用充当） 1,080,093 1,590,330 ▲ 510,237

財産収入 7,256 6,947 309

寄附金 1,486 1,183 303

繰入金 － 22 ▲ 22

特別会計繰入金 － 22 ▲ 22

公営企業会計繰入金 － － －

税諸収入 0 0 0

事業収入（特別会計） 592,253 579,921 12,333

その他行政収入 69,246 66,979 2,267

２　行政費用 4,077,798 4,616,008 ▲ 538,209

税連動費用 879,734 863,627 16,107

給与関係費 599,781 580,741 19,039

物件費 206,642 145,857 60,786

維持補修費 49,431 43,215 6,216

社会保障扶助費 68,013 57,388 10,625

負担金・補助金・交付金等 2,056,917 2,695,742 ▲ 638,825

国直轄事業負担金 8,476 11,198 ▲ 2,722

繰出金 8,191 8,621 ▲ 431

減価償却費 118,863 126,906 ▲ 8,044

債務保証費 － － －

不納欠損引当金繰入額 ▲ 2,156 966 ▲ 3,122

貸倒引当金繰入額 ▲ 36 ▲ 29 ▲ 7

賞与等引当金繰入額 46,832 45,551 1,281

退職手当引当金繰入額 35,957 35,586 371

その他引当金繰入額 － － －

その他行政費用 1,154 638 516

行政収支差額 176,720 138,470 38,251

Ⅱ　金融収支の部

１　金融収入 386 350 36

受取利息及び配当金 386 350 36

地方債発行差金 － － －

２　金融費用 21,326 24,621 ▲ 3,295

地方債利息・手数料 21,285 24,594 ▲ 3,309

地方債発行差金 － － －

他会計借入金利息等 41 27 15

金融収支差額 ▲ 20,940 ▲ 24,271 3,331

通常収支差額 155,780 114,199 41,581

特別収支の部

１　特別収入 175,329 71,612 103,717

分担金及び負担金（公共施設等整備） 2,464 1,961 503

分担金及び負担金（災害復旧費） － 51 ▲ 51

国庫支出金（公共施設等整備） 41,997 53,364 ▲ 11,367

国庫支出金（災害復旧費） 163 592 ▲ 429

固定資産売却益 4,484 12,483 ▲ 7,999

過年度修正益 1,733 1,893 ▲ 161

その他特別収入 124,488 1,267 123,220

２　特別費用 50,183 11,808 38,375

固定資産売却損 668 883 ▲ 215

固定資産除却損 1,246 2,821 ▲ 1,575

災害復旧費 321 721 ▲ 400

過年度修正損 17,026 5,191 11,835

その他特別費用 30,923 2,192 28,731

特別収支差額 125,145 59,804 65,341

当期収支差額 280,926 174,003 106,922

行政コスト計算書
自　令和４年４月　１日

至　令和５年３月３１日

科 目

 
当期収支差額 

P５へ 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書（ＰＬ）の構成 

行
政
収
支
の
部 

金
融
収
支
の
部 

通常収支の部 

Ｐ３へ 

特別収支の部 

P5 へ 

金融収入 

金融費用 

特別収入 

特別費用 

行政費用 

行政収入 
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「通常収支の部」は「行政収支（行政の通常の活動による収支）の部」と「金融収支の部」に区

分して表示しており、要した費用とその財源である収入及び収支の差額を表示しています。 

 
 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

通常収支の部
令和4年度

（Ａ）

令和3年度

（Ｂ）

差

（Ａ－Ｂ）

42,545 47,545 ▲ 5,000

　地方税 14,505 13,896 609

　地方譲与税 1,701 1,449 251

　地方交付税 3,121 3,804 ▲ 683

　分担金及び負担金
　（行政費用充当） 2,739 2,722 16

　国庫支出金
　（行政費用充当） 10,801 15,903 ▲ 5,102

　事業収入（特別会計） 5,923 5,799 123

40,778 46,160 ▲ 5,382

　税連動費用 8,797 8,636 161

　給与関係費 5,998 5,807 190

　社会保障扶助費 680 574 106

　負担金・補助金・交付金

　等及び国直轄事業負担金 20,654 27,069 ▲ 6,415

　減価償却費 1,189 1,269 ▲ 80

（行政収支差額） 1,767 1,385 383

4 4 0

213 246 ▲ 33

（金融収支差額） ▲ 209 ▲ 243 33

1,558 1,142 416

行政収支の部

金融収支の部

　　行政収入

　　金融収入

　　金融費用

　　行政費用

通常収支差額

 
 
「金融収支の部」は、預金利息などの「金融収入」と、地方債の利息などの「金融費用」を表示し
た収支です。 

   令和 4年度は、金融費用が金融収入を 209億円上回っています。 

 

行政収支差額と金融収支差額を合わせた令和 4年度の「通常収支差額」は 1,558億円となり、前

年度に比べ 416億円増加しています。 

(単位：億円) 

はじめに、「行政コスト計算書」の「通常収支の部」について説明します。 

 
 

「行政収支の部」は、「地方税」「地方譲与

税」「国庫支出金（行政費用充当）」「事業収入

（特別会計）」などの「行政収入」と、「税連動

費用（府税の一定割合を市町村などへ交付する

費用）」や「給与関係費」「負担金・補助金・交

付金等」などの「行政費用」を表示した収支で

す。「減価償却費」などの現金を伴わない費用

も「行政費用」に含まれます。 

令和４年度の行政収支差額は 1,767億円とな

り、前年度に比べ 383億円増加しています。 

主な要因は、収入である地方税が 609億円、

地方譲与税が 251億円増加し、新型コロナウイ

ルス感染症の関連の収入である国庫支出金が

5,102億円減少する一方、費用である負担金・

補助金・交付金等及び国直轄事業負担金が

6,415億円減少するなどしたためです。 

行政収支の部 

金融収支の部 

通常収支の部 

※主な項目のみ表示しています。また、金額は、億円未満を四捨五入し
ています。このため、表内での合計等が一致しないことがあります。 
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（収入総額）（各収入） ５年間の行政収入の推移
地方税

事業収入
（特別会計）

国庫支出金
（行政費用充当）

分担金及び負担金
（行政費用充当）

地方譲与税

地方交付税

0

6,000

12,000

18,000

24,000

30,000

36,000

42,000

48,000

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

28,000

32,000

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（費用総額）（各費用） ５年間の行政費用の推移
負担金・補助金・
交付金等及び
国直轄事業負担金

税連動費用

給与関係費

減価償却費

社会保障扶助費

行政費用総額

直近５年間の主な行政収入、行政費用の推移 

行政収入・行政費用ともに、令和 3年度よりも減少していますが、直近 5年間では令和 3年度に次い

で、多くなっています。 

令和 2年度以降、新型コロナウイルス感染症対策等のため、行政収入、行政費用ともに令和元年度以

前と比べ増加しています。 

(単位：億円) 

(単位：億円) 

行政収入総額 
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令和4年度
（Ａ）

令和3年度
（Ｂ）

差
（Ａ－Ｂ）

特別収入 1,753 716 1,037

特別費用 502 118 384

1,251 598 653

1,558 1,142 416

2,809 1,740 1,069

特別収支の部

（特別収支差額）

当期収支差額

通常収支差額

続いて「特別収支の部」と「当期収支差額」について説明します。 

 

 

特別収支の部は、固定資産の売却損益な

ど、特別な事情により発生する収支を表示し

ています。 

令和 4年度は、大阪市立の高等学校等の移

管に伴う資産受け入れ等により、前年度に比

べ特別収支差額は増加（+653億円）してい

ます。 

特別収支の部 

 
  

「当期収支差額」は、「通常収支差額」1,558億円と「特別収支差額」1,251億円の合計額であり、 
2,809億円となっています。 

当期収支差額 

《令和 4年度 行政コスト計算書》 

金融収入 4 億円 

特別収入 

1,753 億円 

特別費用 502 億円 

「行政コスト計算書」の当期収支差額（2,809 億円）は、 
「貸借対照表」の純資産の部の「当期純資産増減額」と同額になります。 

行政費用 

40，778 億円 

金融費用 213 億円 ▲209億円 

1,767億円 

収 入 
 

費 用 
 

《収支差額》 

1,251億円 

2,809 億円 

(単位：億円) 

※金額は、億円未満を四捨五入しています。このため、表内での合計等
が一致しないことがあります。 

行政収入 

42，5４5 億円 
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（単位：百万円）

令和４年度　（Ａ） 令和３年度　（Ｂ） 差　（ＡーＢ）

通常収支の部

Ⅰ　行政収支の部

１　行政収入 4,254,519 4,754,477 ▲ 499,959

地方税 1,450,457 1,389,570 60,887

地方譲与税 170,066 144,920 25,146

市町村たばこ税府交付金 － 21 ▲ 21

地方特例交付金 4,775 4,871 ▲ 96

地方交付税 312,117 380,417 ▲ 68,300

交通安全対策特別交付金 1,612 1,785 ▲ 173

国民健康保険関係交付金 226,105 250,313 ▲ 24,209

分担金及び負担金（行政費用充当） 273,859 272,229 1,630

使用料及び手数料 65,195 64,971 223

国庫支出金（行政費用充当） 1,080,093 1,590,330 ▲ 510,237

財産収入 7,256 6,947 309

寄附金 1,486 1,183 303

繰入金 － 22 ▲ 22

特別会計繰入金 － 22 ▲ 22

公営企業会計繰入金 － － －

税諸収入 0 0 0

事業収入（特別会計） 592,253 579,921 12,333

その他行政収入 69,246 66,979 2,267

２　行政費用 4,077,798 4,616,008 ▲ 538,209

税連動費用 879,734 863,627 16,107

給与関係費 599,781 580,741 19,039

物件費 206,642 145,857 60,786

維持補修費 49,431 43,215 6,216

社会保障扶助費 68,013 57,388 10,625

負担金・補助金・交付金等 2,056,917 2,695,742 ▲ 638,825

国直轄事業負担金 8,476 11,198 ▲ 2,722

繰出金 8,191 8,621 ▲ 431

減価償却費 118,863 126,906 ▲ 8,044

債務保証費 － － －

不納欠損引当金繰入額 ▲ 2,156 966 ▲ 3,122

貸倒引当金繰入額 ▲ 36 ▲ 29 ▲ 7

賞与等引当金繰入額 46,832 45,551 1,281

退職手当引当金繰入額 35,957 35,586 371

その他引当金繰入額 － － －

その他行政費用 1,154 638 516

行政収支差額 176,720 138,470 38,251

Ⅱ　金融収支の部

１　金融収入 386 350 36

受取利息及び配当金 386 350 36

地方債発行差金 － － －

２　金融費用 21,326 24,621 ▲ 3,295

地方債利息・手数料 21,285 24,594 ▲ 3,309

地方債発行差金 － － －

他会計借入金利息等 41 27 15

金融収支差額 ▲ 20,940 ▲ 24,271 3,331

通常収支差額 155,780 114,199 41,581

特別収支の部

１　特別収入 175,329 71,612 103,717

分担金及び負担金（公共施設等整備） 2,464 1,961 503

分担金及び負担金（災害復旧費） － 51 ▲ 51

国庫支出金（公共施設等整備） 41,997 53,364 ▲ 11,367

国庫支出金（災害復旧費） 163 592 ▲ 429

固定資産売却益 4,484 12,483 ▲ 7,999

過年度修正益 1,733 1,893 ▲ 161

その他特別収入 124,488 1,267 123,220

２　特別費用 50,183 11,808 38,375

固定資産売却損 668 883 ▲ 215

固定資産除却損 1,246 2,821 ▲ 1,575

災害復旧費 321 721 ▲ 400

過年度修正損 17,026 5,191 11,835

その他特別費用 30,923 2,192 28,731

特別収支差額 125,145 59,804 65,341

当期収支差額 280,926 174,003 106,922

行政コスト計算書
自　令和４年４月　１日

至　令和５年３月３１日

科 目

  行政コスト計算書に関する財務指標には、「通常収支比率」があります。 

通常収支比率       行政コスト計算書 
（行政収入＋金融収入） ／（行政費用＋金融費用） 

（4,254,519百万円＋386百万円）／（4,077,798百万円＋21,326百万円） 

≒103.8％（前年度 102.5％） 

行政コスト計算書に関する指標について説明します。 
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（単位 : ％）（単位 : 億円）

令和４年度の通常収支比率は、令和３年度に比べ 1.3 ポイント増となっています。 
通常収支比率とは、通常の行政サービス等を、一般的な税収等の収入でどれくらい

まかなっているかを示します。この数値が高いほど、よりまかなえていることを表し
ます。 

 

 
 

 

直近５年間の通常収支比率の推移 

新公会計制度による大阪府の財務諸表の掲載は、大阪府ホームページ（カテゴリーからさが
す）⇒「府政運営・市町村」⇒「財政」⇒「新公会計制度」⇒「新公会計制度による大阪府の財
務諸表について」でご覧いただけます。 

次回は、『キャッシュ・フロー計算書』・『純資産変動計算書』について説明します！ 
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